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 17　イタリア Republic of Italy

<2004年>

人口 5,803万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約１/２)
為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 29,066 ドル 通貨  ユーロ

産業構造(ＧＤＰ構成比)　１次産業  2.5％
１米ドル＝0.81ユーロ

２次産業  26.6％ 面積 30.1万k㎡ (日本の約４/５倍)

３次産業  70.8％

（2003年）

 経済成長率

-2

0

2

4

6

8

75 80 85 90 95 00

(前年比､％）

(年)

(95）

プ
ロ
デ
ィ

内
閣
発
足

(96）

ベ
ル
ル
ス
コ
ー

ニ
内
閣
発
足(01）

デ
ィ
ー

ニ
内
閣
発
足

Ｅ
Ｕ
（

欧
州
連
合
）

発
足

(93)

ユ
ー

ロ
導
入

ユ
ー

ロ
現
金
流
通
開
始

(02)

(99)

<イタリア経済のこれまで>
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＜2005年の経済＞ 

2005年の経済成長率は０％程度となる見込みである（政府見通し0.0％、民間機関６社の平均

▲0.0％（05年10月時点））。民間機関の見通しは、半年前（2005年５月0.4％）に比べて下方修

正されている。 

１～３月期は輸出の減少とそれに伴う生産の減少により、04年10～12月期に続いて前期比年

率▲2.1％となった。しかし、４～６月期は輸出の回復を背景に同2.6％と拡大に転じた後、７

～９月期は同1.2％と鈍化した。 

雇用環境は、労働市場改革の推進による就労形態の多様化、労働市場の柔軟化が進んだこと

により、失業率が低下するなど改善傾向にある。 

また、輸出は、主力品である衣料品、家具、タイル等の労働集約的な財が中国や中東欧など

の製品にシェアを奪われているという国際競争力低下の構造的問題が存在しており、イタリア

製品の国際競争力の強化が課題となっている。 

こうしたことから、年後半は、輸出を中心に緩やかに回復傾向にあるものの、個人消費の低

迷が続くなど、先行きが不安定な要素もある。 
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94～03年 2004年 2005年 2006年
　 政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 1.7 1.0 0.0 0.2 0.0 1.5 1.1 1.4
  個人消費 同上 1.9 0.6 0.9 0.9 0.7 0.8 1.0 0.8 2005年
  固定投資 同上 2.9 1.9 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 2.1 2.3 3.1 2.0 平均 ▲ 0.0
鉱工業生産 同上 1.5 0.5 － － － － － － 最大 0.1
消費者物価 同上 2.5 2.1 2.2 2.1 2.1 2.1 2.7 2.0 最小 ▲ 0.2
失業率 ％ 10.3 8.0 7.7 7.7 8.1 7.6 7.5 7.8
経常収支 億ユーロ ▲ 120 － － － － － － 2006年

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 0.9) (▲ 1.4) (▲ 1.5) (▲ 1.7) － (▲ 1.9) (▲ 1.4) 平均 1.0
財政収支 億ユーロ ▲ 447 － － － － － － 最大 2.0
(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 3.2) (▲ 4.3) (▲ 4.3) (▲ 4.3) (▲ 3.8) (▲ 4.2) (▲ 5.1) 最小 0.6

政府債務残高 億ユーロ 14,398 － － － － － －
(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 106.5) ( 108.2) － － ( 107.4) － －

(備考)  1．イタリア統計局統計による。財政収支と政府債務残高は欧州委員会による。政府見通しは、“Relazione
　　    　  　 Previsionale e Programmatica per il 2006”（2005年９月)、“DPEF: Documento di Programmazione Economico
       　  Finanziaria per gli anni 2006-2009”（2005年７月）、ＯＥＣＤは“Economic Outlook”（2005年11月）、
　　　　　ＩＭＦは“World Economic Outlook”（2005年９月）による。
　　　　2．消費者物価の94～03年は96～03年の数値。 ＯＥＣＤは総合消費者物価指数（Harmonised index of consumer prices）
                  の数値。

イタリアの主要経済指標

民間機関

（６社）

実質ＧＤＰ

 

 

＜2006 年の経済見通し＞ 

06 年の経済成長率は1.0～1.5％程度となる見込みである（政府見通し1.5％、民間機関６社

の平均1.0％（05年 10月時点））。 

成長を支える要因としては、05年初からのユーロ相場の減価傾向の影響が時間差を経て現れ

ている中、米国や新興諸国を中心とした輸出の回復により企業収益が改善し、さらに投資・生

産の増加が見込まれることが挙げられる。 

下方リスクとしては、国際競争力低下や財政赤字拡大等の構造的問題が根本的に解決してお

らず、景気回復局面にマイナスの影響を与える可能性もある。 

 

＜財政政策の動向＞ 

政府は05年の財政収支赤字をＧＤＰ比4.3％の赤字としており、３年連続で「安定成長協定」

の３％の上限を超える見込みである（財政赤字：03年ＧＤＰ比3.2％。04年同3.2％）。 

７月に開催されたＥＵ経済財務理事会（ＥＣＯＦＩＮ）では、「この状況が政府のコントロー

ルの及ばない稀な出来事の結果でもなければ、深刻な不況の結果でもないことから、条約に定

義されているような例外的なものではないと示唆している」として、安定・成長協定見直しの

精神を適用し、イタリア政府に対して07年までに財政赤字をＧＤＰ比３％以内に是正するよう

勧告を行った。本来なら是正期限はＥＣＯＦＩＮから勧告を受けた翌年の06年であるが、ＥＣ

ＯＦＩＮは欧州委員会の勧告通りに１年間の猶予を与えた。この勧告を受けて政府が作成した

「2006～2009年の経済財政計画」によれば、経済成長率が２％を下回る中でも財政緊縮を進め、

07年には財政収支赤字をＧＤＰ比３％以内に収めるとしている（06年 3.8％、07年 2.8％）。 

また、９月に閣議決定された06年度予算法案では、国有土地の売却や医療費の抑制等、歳出

減・歳入増のための諸施策を通じて200億ユーロの財源を捻出し、そのうち115億ユーロを財

政赤字の削減に充当することとしている。 
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